
第144回特別研究会

2016年5月24日可決の「刑事訴訟法等の一部を改正する法律」により、
捜査・訴追協力型の協議・合意制度が導入され、2018年6月1日に運用が開
始された。いわゆる日本型司法取引の特徴、導入趣旨の正当性、協力者の
虚偽供述による他者引き込みや冤罪の危険防止の制度的保障等、検討すべ
き問題は多い。
本研究会では、協議・合意制度の立法経過、制度自体の公正性、運用に

おける適正性の担保などについて、理論・実務の両面での検討を行う。
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